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（公印省略）
旅館・ホテル営業に係る貸付けについて
　平素は、当指導センター事業の実施にあたりご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、この度、旅館・ホテル営業に対する貸付けについて、財務省大臣官房総括審議官、厚生労働大臣官房、生活衛生・食品安全審議官及び中小企業庁長官より日本政策金融公庫代表取締役総裁あて通知されておりますので、関係通知を添えてお知らせいたします。
　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化している中、事業転換等に取り組むレジャーホテルやラグジュアリーホテル等が貸付対象となるか否かの判断にあたって留意すべき事項について、下記のとおり明確化されました。
　つきましては、貴指導センターにおかれては、関係生衛組合等に対する周知方宜しくお願いいたします。
記
１．風営法第２条第６項第４号に規定する「専ら異性を同伴する客の宿泊(休憩を含む。)の用に供する施設であること。」については、新型コロナウイルス感染症の影響により営業転換をしているかどうかも含め、施設ごとにその構造設備や営業実態を確認すること。
２．①「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令」(昭和59年政令第319号)第３条第１項に定める施設、②同令第３条第２項又は第３項に定める構造又は設備を有する個室を設ける施設については、現時点では「ラブホテル等」であっても、「一般ホテル等」に転換されることの確実性を確認すること。

３．事業者の主たる事業が「一般ホテル等」であって、兼業で「ラブホテル等」を営む場合など、「一般ホテル等」の事業に必要となる資金については貸付け対象となり得る場合があるため、事業者の営業実態をよく確認すること。


【本件に関する問合せ先】


　(公財)全国生活衛生営業指導センター


　　　　担当：指導調査部


　　　　ＴＥＬ：03－5777－0341


　　　　ＦＡＸ：03－5777－0342
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